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(注) １．当社は、平成25年３月において唯一の連結子会社であったアイケーネット株式会社の全株式を売却いたしま

した。よって、第36期第１四半期累計期間より四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度に

係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。なお、前連結会計年度までは連結財務諸表を

作成しているため、前第１四半期累計期間に代えて前第１四半期連結累計期間について記載しております。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第35期第１四半期連結累計期間及び第35期は、連結財務諸表

を作成しているため、記載しておりません。

４．第35期第１四半期及び第36期第１四半期は、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株

当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第35期は、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第35期

第１四半期連結
累計期間

第36期
第１四半期
累計期間

第35期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高 (千円) 3,535,592 3,466,141 15,129,876

経常利益又は経常損失(△) (千円) △126,727 △75,220 218,385

四半期純損失(△)又は当期純利
益

(千円) △86,632 △48,825 189,319

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― 3,376 ―

資本金 (千円) 1,180,897 1,180,897 1,180,897

発行済株式総数 (株) 13,034,660 13,034,660 13,034,660

純資産額 (千円) 3,500,175 3,614,688 3,736,514

総資産額 (千円) 8,153,393 8,617,862 8,943,767

１株当たり四半期純損失金額
(△)又は１株当たり当期純利益
金額

(円) △7.35 △4.18 16.18

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 5.00

自己資本比率 (％) 42.9 41.9 41.8

２ 【事業の内容】
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当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、大胆な金融緩和や機動的な財政支出など、いわゆるア

ベノミクスを背景とした円安・株高の傾向が続いており、デフレ脱却や景気回復の期待感が高まってお

ります。しかしながら、欧州の債務危機問題や中国・新興国の景気減速の懸念から、依然として先行き

の不透明感が拭いきれない状況が続いております。

情報サービス業界におきましては、企業の業績が回復に向かう中、ようやく情報化投資についても底

打ち感が出てきており、従来まで見送られてきたシステム構築の動きが活発になってまいりました。

このような状況において当社は、経営のスピード化を狙いとした新たな組織体制の下、採算重視の慎

重な事業運営を堅持しつつ、新規顧客・新規案件の開拓、さらには既存事業の水平展開による案件獲得

に積極的に取り組んでまいりました。

こうした中、金融・証券分野では証券取引所関連のシステム開発業務の拡大、通信分野では携帯電話

キャリアにおける第三者システム検証業務の拡大など、既存顧客からの確実な案件受注が売上に寄与し

ました。また、銀行関連のシステム開発や生保関連のシステム再構築等の案件を確実に受注に繋げるた

め、積極的な提案活動を進めるとともに、社内の業務遂行体制の整備に努めてまいりました。

この結果、当第１四半期累計期間の業績につきましては、売上高は3,466百万円となり、損益面で

は、営業損失86百万円、経常損失75百万円、四半期純損益につきましては、損失48百万円を計上いたし

ました。

なお、平成25年３月において唯一の連結子会社でありましたアイケーネット株式会社の全株式を売却

いたしました。これにより当社は連結財務諸表非作成会社となりましたので、前年同四半期累計期間と

の比較分析は行っておりません。

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ325百万円減少し8,617百万円となりまし

た。これは主に資産の部では「現金及び預金」の減少180百万円、「受取手形及び売掛金」の減少407百

万円、「仕掛品」の増加255百万円であり、負債の部では「未払費用」の増加108百万円、「賞与引当

金」の減少278百万円を反映したものであります。

また、純資産は、前事業年度末に比べ121百万円減少し3,614百万円となりました。これは主に「利益

剰余金」の減少107百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は、前事業年度末の41.8%から41.9%となっております。

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

該当事項はありません。

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,034,660 同左
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数
1,000株

計 13,034,660 同左 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年４月１日～
平成25年６月30日

― 13,034,660 ― 1,180,897 ― 295,224
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当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による

記載をしております。

該当事項はありません。

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

1,364,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

11,295,000
11,295 ―

単元未満株式
普通株式

375,660
― ―

発行済株式総数 13,034,660 ― ―

総株主の議決権 ― 11,295 ―

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

アイエックス・ナレッジ
株式会社

東京都港区海岸三丁目
22番23号

1,364,000 ― 1,364,000 10.46

計 ― 1,364,000 ― 1,364,000 10.46

２ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期累計期間は四半期財務諸表を作成していないため、四半期損益計算書に係る比較情

報は記載しておりません。

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成25年４月１日か

ら平成25年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、平成25年３月29日付で連結子会社でありましたアイケーネット株式会社の全株式を売却したこ

とにより連結子会社が存在しなくなったため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,512,028 3,331,207

受取手形及び売掛金 2,293,140 1,886,104

商品 － 9,375

仕掛品 333,725 589,328

繰延税金資産 361,908 390,506

その他 179,731 181,461

流動資産合計 6,680,533 6,387,983

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 136,728 132,783

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 83,779 83,802

土地 117,027 117,027

その他（純額） 6,049 －

有形固定資産合計 343,585 333,614

無形固定資産

ソフトウエア 80,815 87,672

その他 19,279 8,689

無形固定資産合計 100,095 96,362

投資その他の資産

投資有価証券 803,573 776,856

繰延税金資産 768,040 776,077

その他 248,293 247,145

貸倒引当金 △354 △176

投資その他の資産合計 1,819,553 1,799,903

固定資産合計 2,263,233 2,229,879

資産合計 8,943,767 8,617,862
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 462,528 409,885

1年内返済予定の長期借入金 407,496 407,496

未払金 417,189 402,550

未払法人税等 30,860 10,171

未払費用 10,145 118,154

賞与引当金 610,794 332,137

受注損失引当金 26,343 32,822

その他 231,743 411,287

流動負債合計 2,197,101 2,124,504

固定負債

長期借入金 580,272 480,473

退職給付引当金 2,071,297 2,094,549

資産除去債務 61,228 61,545

長期未払金 296,860 241,592

その他 494 509

固定負債合計 3,010,151 2,878,669

負債合計 5,207,253 5,003,174

純資産の部

株主資本

資本金 1,180,897 1,180,897

資本剰余金 1,865,294 1,865,294

利益剰余金 922,308 815,131

自己株式 △347,118 △347,253

株主資本合計 3,621,381 3,514,068

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 115,132 100,619

評価・換算差額等合計 115,132 100,619

純資産合計 3,736,514 3,614,688

負債純資産合計 8,943,767 8,617,862
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

売上高 3,466,141

売上原価 2,965,065

売上総利益 501,076

販売費及び一般管理費 587,754

営業損失（△） △86,678

営業外収益

受取利息 155

受取配当金 7,866

その他 6,343

営業外収益合計 14,366

営業外費用

支払利息 2,747

その他 160

営業外費用合計 2,908

経常損失（△） △75,220

特別利益

会員権売却益 89

特別利益合計 89

特別損失

固定資産廃棄損 68

その他 40

特別損失合計 108

税引前四半期純損失（△） △75,239

法人税等 △26,414

四半期純損失（△） △48,825
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(税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に

よっております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、

法定実効税率を使用する方法によっております。

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

当第１四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

配当金支払額

【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

減価償却費 24,611千円

(株主資本等関係)

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 58,351 5 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

(持分法損益等)

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成25年６月30日)

関連会社に対する投資の金額 43,000千円 43,000千円

持分法を適用した場合の投資の金額 ―  159,837

当第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

持分法を適用した場合の投資利益の金額 3,376千円
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当第１四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

当社は、情報サービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

当第１四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 △4円18銭

  (算定上の基礎)

四半期純損失金額(千円) △48,825

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純損失金額(千円) △48,825

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,669

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成25年８月９日

アイエックス・ナレッジ株式会社

取締役会 御中

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているア
イエックス・ナレッジ株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第36期事業年度の第１四半

期会計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年４月１日から

平成25年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記
について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥
当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、アイエックス・ナレッジ株式会社の平成25年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 古 山 和 則 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 高 野 浩 一 郎 印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。




